



































































































































































































































































その第 1 節は「本研究の目的―人口問題と生活程度の重要性」（上田・井口 1936: 49）となって
いる。そのなかで，生活程度を測定する指標として実質賃金指数に注目してその推移を検討してお






































































































































































































して，1941年 8 月の人口局の設置が挙げられる。人口局は，1941年 1 月の人口政策確立要綱の閣
議決定を受けて厚生省の筆頭局であった体力局を廃止し，それに代わって設置されたものである





















































究」「第 4　社会的環境と人口の質に関する研究」「第 5　人口収容力に関する研究」「第 6　近住民






における死亡率減少策の量的政策としての位置づけについては注15を参照）。実際に， 1 ～ 3 まで

























































































　 2  ，個人を基礎とする世界観を排して家と民族とを基礎とする世界観の確立，徹底を図るこ
と
　 3，東亜共栄圏の確立，発展の指導者たるの矜持と責務を自覚すること





















































































































































第 1 部会「人口の収容力及び分布に関する部会」と第 2 部会「人口の資質及び統制に関する部会」
に対応したものであった。そして，その第1部会の審議事項は「将来人口の推計に関する事項」「産
業の人口収容力に関する事項」「生活水準と人口収容力に関する事項」「国民所得の分配と人口収容



















































際に，第 1 部会と第 2 部会の建議内容が矛盾していたことから，「このときの建議は失敗ではなか
つたかと絶えず反省をいたしておつたのであります」（財団法人人口問題研究会 ［1953］ 2002: 252）
と述べており，当事者にとっても建議は一貫性のないものであったことがわかる。また，寺尾はさ
らに時代が下ってから再びこの建議を振り返っており，「私が書いた前半の出生制限論のほうは 3





調節にも建設的なる一面あることを承認せねばならぬ」（財団法人人口問題研究会 ［1946］ 1983: 
64）とされていた。にもかかわらず，第 2 部会の建議案である「第 2　出生調節に関する事項」に






















































もの（1.5%程度）に過ぎない，というのがその理由であった（岡崎 ［1946］ 2001: 92-3）。その後，
この論点は，人口問題の解決手段として産児制限を位置づけようとする主張への反論の論拠として，








つて新に加はる負担と危機を回避することが出来る」（大島 ［1947］ 2002: 125）と述べている。
　以上の 2 点に加えて，1947年の急激な出生率の上昇（いわゆる「ベビーブーム」）を受け，経済
的基盤の大量喪失を人口問題発生の主な原因としていた「新人口政策基本方針に関する建議」の論
点に，「人口の激増」が新たな原因論として付け加えられはじめる（北岡 ［1947］ 2002: 172; 産児制
















































































































































































































































































































































口は起こり得ない」（財団法人人口問題研究会 ［1946］ 1983: 64）とされている。
8）　人口問題研究会では，人口問題のなかでも重要とされる問題領域についてそれぞれの専門家を研究指






























































































































低減させる方策が中心に置かれたままであった（厚生省人口問題研究所 1941: 56; 財団法人人口問題研
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